       図．内分泌かく乱化学物質の健康影響に関する検討会中間報告書概要 
	
	　[背景]
	
	 [現在の取組]
	
	　[今後の取組方針]
	

	
	
	
	
	厚生省の取組
	
	
	 基本方針
	

	
	
	近年、一部の化学物質が極微 
	
	
	
	  ・調査研究の推進
	
	
	  １化学物質の安全性の考え方の整理
	

	
	
	量で内分泌かく乱作用を引き 
	
	
	
	　・専門家からなる検討会の開催
	
	
	
	

	
	
	起こし、人の健康に影響を与 
	
	
	
	  ・個別課題の評価
	
	
	  ２情報管理、情報提供システムの整備
	

	
	
	える可能性があるとの指摘   
	
	
	
	      ビスフェノールＡ等
	
	
	    ・データベース
	

	
	
	
	
	    (入手可能なデータを分析する
	
	
	    ・適切な情報の公開
	

	
	
	
	
	  　 ことによって当面の対応が期
	
	
	
	

	
	・啓発書による一般市民への
	
	
	　　 待されている個別課題)
	
	
	  ３国際協力の推進
	

	
	　懸念の広まり
	
	
	  ・関係省庁との連携
	
	
	 　 ・ＯＥＣＤ、ＩＰＣＳへの協力
	

	
	
	
	
	
	    ・試験データの交換
	

	
	・国会等からの対策等を求め
	
	
	
	
	

	
	　る強い要望
	
	
	 国際機関等の取組
	
	
	  ４統合的な調査研究の推進
	

	
	
	
	
	 ○ＯＥＣＤ、ＩＰＣＳの対応
	
	
	
	

	
	・科学的に未解明な点が多い
	
	
	 ・日・米・欧で試験法の開発検証
	
	
	
	

	
	
	
	
	 ・２年後を目途に研究状況の報告書
	
	
	
	データが不十分なために調査研究が
	
	

	
	・国民の健康確保のための対
	
	
	
	
	
	
	期待されている課題
	
	

	
	  策の必要性
	
	
	 ○米国の対応
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 ・ＥＤＳＴＡＣの報告書に基づく調査
	
	
	
	・内分泌かく乱作用が指摘されてい
	
	

	
	
	　 研究の推進
	
	
	
	  る化学物質の調査
	
	

	
	
	
	
	
	
	  　暴露経路調査、二世代繁殖試験
	
	

	
	
	
	
	  　疫学調査
	
	

	
	
	・その他の化学物質の点検
	
	

	
	
	  　ＨＴＰＳ
	
	

	
	
	

	
	  [現時点での科学的な認識]
	
	
	

	
	
	
	
	先端的な科学的研究の推進によって
	
	

	
	
	・内分泌系への薬理作用を期待して使用されたＤＥＳのような事例を除　
	
	
	
	解決が期待される課題
	
	

	
	
	　き、内分泌かく乱化学物質の人への健康影響について確たる因果関係を
	
	
	
	
	
	

	
	
	　示す報告は見られない                                            
	
	
	
	・作用メカニズムの解明
	
	

	
	
	                                                                  
	
	
	
	　（逆Ｕ字効果など）
	
	

	
	
	・個々の物質の正確なリスク評価がなされれば、日常的な暴露レベルに  
	
	
	
	・化学物質の複合影響
	
	

	
	
	  対しては当面の対応が可能                                        
	
	
	
	・植物エストロゲンの影響
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	問題解決のための前提条件                                          
	
	
	 念頭に入れておくこと
	

	
	
	  ①胎生期などホルモン制御のかく乱を生じやすい状態がないこと      
	
	
	 　１）多くの不確実さの存在
	

	
	
	  ②複数の化学物質による予想外の相乗効果がないこと                
	
	
	 　２）国際的な協力
	

	
	
	  ③低用量で未知の反応形態がないこと         　                   
	
	
	 　３）世代を超えた問題になりうる
	

	
	
	
	
	


